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福岡県京都郡苅田町  



業務の予定量は、次のとおりとする。

（1）  件

（2）  ㎥

（3）  ㎥

（4）

 千円

 千円

１ 日 平 均 給 水 量

50,000

主 要 な 建 設 改 良 事 業

315,500

10,002

ロ．老 朽 管 更 新 事 業

イ．配 水 管 整 備 事 業

議案第１３号

（総　　　　則）

第　1　条 令和８年度　苅田町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

令和８年度　　苅田町水道事業会計予算

（業務の予定量）

給 水 件 数

総 給 水 量

第　2　条

16,367

3,650,620



　

第 4 項 予 備 費 1,000 千円

第 3 項 特 別 損 失 503 千円

第 2 項 営 業 外 費 用 61,899 千円

第 1 項 営 業 費 用 1,035,388 千円

千円

支 出

第 1 款 1,098,790 千円

第 3 項 特 別 利 益 3

水 道 事 業 費 用

82,525第 2 項 営 業 外 収 益 千円

第　3　条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

（収益的収入及び支出）

千円

第 1 項 営 業 収 益

1,098,792

千円1,016,264

第 1 款 水 道 事 業 収 益



　

千円

千円

（資本的収入及び支出）

資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額540,367千円は、

千円

第 4 条

収 入

216,966水 道 事 業 資 本 的 収 入

過年度分及び当年度分損益勘定留保資金492,712千円、消費税及び地方消費税資本的収支調整額47,655千円で補てんするものとする。）

第 3 項 負 担 金

144,000

第 1 款

第 1 項 企 業 債

第 2 項 出 資 金

586,772

第 4 項 補 助 金 33,000

支 出

第 1 款 757,333水 道 事 業 資 本 的 支 出

第 5 項 固定資産売却 代金 4,487

千円

5,919

29,560

千円

千円

千円

第 1 項 建 設 改 良 費 千円

第 2 項 企 業 債 償 還 金 170,560 千円

第 3 項 1 千円国庫補助金返 還金



 

一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

（2） 交 際 費 200 千円

千円職 員 給 与 費 174,840

これらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（1）

予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。第　7　条

　　　　4.5％以内

合　　計

証　書　借　入

第　8　条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費を

（1）　消費税及び地方消費税の予算額に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

（一時借入金）

第　6　条

借入先の融資条件による。
ただし企業財政その他の都
合により繰上償還又は低利
に借り換えることができ
る。

（企　業　債）

第　5　条

起債の目的

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

償　還　の　方　法利　　　率限度額（千円） 起債の方法

144,000

配水管整備事業資金 144,000



重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

遠　田　孝　一苅田町長

第 9 条

配 水 施 設

固 定 資 産 配 水 施 設

令和８年２月２５日　提出

（たな卸資産購入限度額）

たな卸資産の購入限度額は、30,000 千円と定める。

（2）

（重要な資産の取得及び処分）

第 10 条

（1） 取 得 す る 資 産

処 分 す る 資 産

固 定 資 産



附 属 資 料



収　　入

款 項 目 予定額（千円）

1,098,792

1．営 業 収 益 1,016,264

 1. 給　水　収　益 895,180

 2. 納　　付　　金 33,694

 3. 受託工事収益 42,500

 4. その他営業収益 44,890

2．営業外収益 82,525

 1．受取利息及び配当金 4,734

 2．他会計補助金 2,270

 3．長期前受金戻入 61,342

 4．その他営業外収益 14,179

3．特 別 利 益 3

 1．特　別　利　益 3

 消火栓補修工事負担金外

 有価証券利息、預金利息

 一般会計繰入金

令和８年度　苅田町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

備　　　　　　　　　考

 1．水 道 事 業
　  収　　　 益

 長期前受金収益化額

 水道料金

 件数　　280件

 件数　　25件、開発行為団地外

 雑入



支　　出

款 項 目 予定額（千円）

1,098,790

1．営 業 費 用 1,035,388

 1．原水及び浄水費 351,269

 2．配水及び給水費 166,981

 3．受託工事費 40,000

 4．総　係　費 101,638

 5．減価償却費 368,350

 6．資産減耗費 7,000

 7．その他営業費用 150

2．営業外費用 61,899

 1．支 払 利 息 41,931

 2．雑　支　出 4,468  交付金、公課金

 3．消　費　税 15,500  消費税及び地方消費税納付金

3．特 別 損 失 503

 1．特 別 損 失 503

4．予　備　費 1,000

 1．予　備　費 1,000

 1．水 道 事 業
　　費　　　 用

過年度修正損等

 企業債

 職員給与費等営業活動全般に係る費用

 固定資産償却費

 固定資産除却費外

 職員給与費等送水,配水,給水施設の維持、管理に係る費用

 給水受託工事に係る費用

 雑支出

備　　　　　　　　　考

 職員給与費等浄水施設の操作に係る費用



収　　入

款 項 目 予定額（千円）

1.水 道 事 業
　資本的収入 216,966

　1．企　業　債 144,000

 1．企　　業　　債 144,000

　2．出　資　金 5,919

 1．出　　資　　金 5,919

　3．負　担　金 29,560

 1．工 事 負 担 金 29,560

　4．補　助　金 33,000

 1．国 庫 補 助 金 33,000

　5．固定資産売却代金 4,487

 1．固定資産売却代金 4,487

資 本 的 収 入 及 び 支 出

備　　　　　　　　　考

船舶給水用地売却

水道管路緊急改善事業

 配水管整備事業

 消火栓設置負担金外

与原区画整理地内水道整備起債償還金元金



支　　出

款 項 目 予定額（千円）

1.水 道 事 業
　資本的支出 757,333

　1．建設改良費 586,772

 1．施　　設　　費 419,855

 2．営 業 設 備 費 26,503

 3．負　　担　　金 140,414

　2．企業債償還金 170,560

 1．企業債償還金 170,560

　3．国庫補助金返還金 1

 1．国庫補助金返還金 1

備　　　　　　　　　考

 配水管整備等

緊急時送水管建設事業

 量水器等



（単位：千円）

0

夜間勤
務
手

36,775

児童手当

1,240 5,019

時間外
手　当

期末勤勉
手　　当

0

通勤手当

84,455

住居手当

本年度 648

0

1,956

給　料

87,126

報　酬

0

前年度

区分

1,299

25

25

職員数
(人) 手　当

50,100 37,614

36,869134,444

計
法定福利費

137,226

3,527

給　　与　　明　　細　　表

（1）総　　括

賃　金

2,782

給　　　与　　　費

171,313

合　計

174,840

01,103

賃　金

管理職員
特別勤務

手当

745

比　較

職
員
手
当
の
内
訳

2,358

103

0

0 111

管理職員
特別勤務

手当
地域手当

49,989

管理職
手　当

△ 402

648

0

1,317

0

扶養手当

△ 18

0 2,671

2,060

給　　　与　　　費

1,575

△ 397

1,957 5,07935,555

1,220

1,500 0

0

手　当 計

0

比　較 △ 1

0

本年度

0△ 335 △ 60

報　酬 給　料
法定福利費 合　計

103,402

職員数
(人)

本年度 13

前年度 14

45,775 0 31,884 77,659 20,859

32,190 81,263 22,139

98,518

0 49,073

0 3,298 0 306 3,604 1,280 4,884

 ア　会計年度任用職員以外の職員

職
員
手
当
の
内
訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当

2,358 648 862

0

22,030本年度 1,956 648 894 2,060 1,103

103

1,240 2,259 0

児童手当
時間外
手　当

夜間勤
務
手

地域手当
管理職
手　当

期末勤勉
手　　当

前年度

△ 335 0

1,957 1,500 20,725 1,575

比　較 △ 402 0 0

1

2,259 0

0

0

△ 397 1,305

0

32

405 14,745 0 2,760

0 2,820

0 △ 60

職
員
手
当
の
内
訳

区分 通勤手当
期末勤勉
手　　当

児童手当
時間外
手　当

前年度 455 14,830

比　較 △ 50 △ 85

 イ　会計年度任用職員

給　　　与　　　費
法定福利費 合　計区　　分

手　当

職員数
(人)

本年度 12

前年度 11

比　較

計

0 71,438

0 38,680 0 18,105 56,785

0 17,910 55,96338,053

△ 1,357

16,010 72,795

0 △ 627 0 △ 195 △ 822

区　　分

本年度

前年度

比　較

区　　分

△ 535

15,475

報　酬 給　料 賃　金



（単位：円）

企　　業　　職

44.03

企　業　職

職員数（人）

336,608

前　年　度

平 均 年 齢 （歳）

386,410

平 均 年 齢 （歳） 40.98

394,241

343,323

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

構成比（％）

（3）給料及び手当の状況

平均給料月額（円）

区　　　　　　　　分

本　年　度

ア　職員１人当り給与

平均給与月額（円）

イ　初　任　給

200,300

大　学　卒

一般会計の制度

3　級

2 17

17

前　年　度

高　校　卒

区　　分

1

区　　分
級

ウ　級　別　職　員　数

行 政 職 (-)

本　年　度
1

5

8

8

206,700

237,600 232,000

企　　　業　　　職

42

1　級

2　級

2　級

12

0

1 8

2

4　級

6　級

5　級

5 46

3　級 0 0

0

100

18

計

7　級

1　級 1 9

2

5　級

6　級

2

7　級 0 0

1 9

1,659 人事院勧告による給料表改定による増

100

18

4　級

11計

 その他の増減分 1,105

△ 326

人事院勧告による期末勤勉手当支給率改定等による増

 その他の増減分

人事異動等による増

（単位：千円）

区　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　明

（2）給料及び手当の増減額の明細

 給与改定に伴う増減分

人事異動等による減

3,298  昇給に伴う増加分 534 平均昇給率　1.06％給　料

手　当 306

 制度改正に伴う増減分 632



エ　昇給

※短時間勤務職員除く

（級別の基準となる職務）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

6　級 7　級

高度の知識
又は経験を
必要とする
主事，技師
の職務

主事補，技
師補,主事，
技師の職務

主任主事，主
任技師の職務

主査，係長
の職務

次長，技術次
長，所長，副
課長，副参事
の職務

課長，主幹，
参事の職務

困難な業務を
行う課長，主
幹の職務

行　政　職

1　級 2　級区　　分 3　級 4　級 5　級

100.0 100.0

合　計

11

2 2

9 9

代表的な職務

企業職

0 0

12 12

12 12

1

0 0

3

0 0

1

3

8 8

100.0 100.0

11 11

11

前
年
度

      職     員     数     (A)     (人）

   昇 給 に 係 る 職 員 数 （B)     (人）

号級数別内訳

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

号 給（人）

比 率   (B)  /  (A)    (％)

比 率   (B)  /  (A)    (％)

本
年
度 号級数別内訳

区　　　分

      職     員     数     (A)     (人）

   昇 給 に 係 る 職 員 数 （B)     (人）

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

号 給（人）

な　 　　し

通　 勤 　手 　当 〃 〃

〃

住　 居　 手　 当 〃 〃

地 　域　 手　 当

（2.400）
4.650

扶 　養　 手 　当 同　 　　じ

備　　考

制度なし

33.27 47.71

〃

キ　その他の手当

区　　　分 一般会計の制度との異同 差  異  の  内  容

47.7133.27 47.71
一般会計の制度
（支給率等）

24.59

24.59

前    年    度
（2.400）

4.600

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の制度
（1.200）
2.325

（1.200）
2.325

（1.200）
2.300

本    年    度
（1.200）
2.325

（2.400）
4.650

オ　期末手当・勤勉手当　　　

区　　分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

区　　分 備　　考

47.71 制度なし

最 高 限 度
（月分）

その他の
加算措置等

（1.200）
2.325

支　給　率　計

（月分）

（1.200）
2.300

支給期別支給率　

6月（月分） 12月（月分）

35年勤続の者
（月分）

支　給　率　等



1． 千円 千円 千円

2．

3．

4．

5．

前年度繰越利益剰余金 2,048,841

当年度未処分利益剰余金 2,073,300

61,651（3） 長 期 前 受 金 戻 入

（1） 過 年 度 損 益 修 正 損 13

△ 7

当 年 度 純 利 益 24,459

特 別 利 益

（1） 過 年 度 損 益 修 正 益 6 6

6． 特 別 損 失

（2） 雑 支 出 3,906 43,916 33,432

経 常 利 益 24,466

（4） 雑 収 益 10,902 77,348

営 業 外 費 用

（1） 支払利息及び企業債取扱諸費 40,010

営 業 外 収 益

（1） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,527

（2） 他 会 計 繰 入 金 2,268

（7） そ の 他 営 業 費 用 0 894,514

営 業 利 益 △ 8,966

（5） 減 価 償 却 費 359,897

（6） 資 産 減 耗 費 2,500

（3） 受 託 工 事 費 28,911

（4） 総 係 費 75,176

営 業 費 用

（1） 原 水 及 び 浄 水 費 293,886

（2） 配 水 及 び 給 水 費 134,144

受 託 工 事 収 益 47,794

（4） そ の 他 営 業 収 益 35,213 885,548

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

営 業 収 益

（1） 給 水 収 益 780,541

（2） 納 付 金

（2） そ の 他 特 別 損 失 0 13

令和７年度　苅田町水道事業予定損益計算書

22,000

（3）



千円 千円 千円 千円

有形固定資産合計

無形固定資産合計

3. 繰　延　資　産 0

資 産 合 計 9,197,055

流 動 資 産 合 計 1,014,991

貸 倒 引 当 金 3,838 98,100

(3) 貯 蔵 品 17,640

(2) 未 収 金 101,938

(1) 現 金 預 金 899,251

固 定 資 産 合 計 8,182,064

2. 流　動　資　産

707,467

(ﾛ) 電 話 加 入 権 0

(ﾊ) ソ フ ト ウ ェ ア 3,150

(ｲ) ダ ム 使 用 権 504,317

7,474,597

(2) 無 形 固 定 資 産

同 償 却 累 計 額 15,156 7,399

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定 54,170

(ﾍ) 工 具 器 具 備 品 22,555

同 償 却 累 計 額 3,939 348

同 償 却 累 計 額 1,919,266 698,498

(ﾎ) 車輌及び運搬具 4,287

(ﾆ) 機 械 及 び 装 置 2,617,764

同 償 却 累 計 額 6,572,687 6,082,664

同 償 却 累 計 額 259,288 419,886

(ﾊ) 構 築 物 12,655,351

(ﾛ) 建 物 679,174

(ｲ) 土 地 211,632

(1) 有 形 固 定 資 産

(ﾆ) 有 価 証 券 200,000

令和７年度　苅田町水道事業予定貸借対照表
（令和8年3月31日）

資　産　の　部

１． 固　定　資　産



千円 千円 千円

自己資本金合計

資本剰余金合計

利益剰余金合計

資 本 合 計 4,859,659
負 債 資 本 合 計 9,197,055

2,172,930
剰 余 金 合 計 2,211,953

(ﾆ) 当 年 度 利 益 24,459
(ﾊ) 未処分利益剰余金 2,048,841
(ﾛ) 建設改良積立金 99,630
(ｲ) 減 債 積 立 金 0

39,023
(2) 利 益 剰 余 金

(ﾍ) 固定資産売却代金 0
(ﾎ) 受贈財産評価額 39,023
(ﾆ) 他 会 計 補 助 金 0
(ﾊ) 県 補 助 金 0
(ﾛ) 国 庫 補 助 金 0
(ｲ) 工 事 負 担 金 0

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 2,647,706
8． 剰 余 金

(ﾊ) 組 入 資 本 金 1,532,297
2,647,706

(ﾛ) 出 資 金 1,099,602
(ｲ) 固 有 資 本 金 15,807

(1) 自 己 資 本 金

資　本　の　部
7． 資 本 金

繰延収益合計 1,388,324
負 債 合 計 4,337,396

(1) 長 期 前 受 金 2,962,804
(2) 収 益 化 累 計 額 1,574,480

流 動 負 債 合 計 346,831
6． 繰　延　収　益

(6) 預 り 金 38,199

(ﾛ) 法定福利費引当金 1,180
引当金合計 7,230

(5) 引 当 金

(ｲ) 賞与引当金 6,050

(4) 前 受 金 10,269

企業債合計 170,258
(3) 未 払 金 120,875

(ｲ) 建設改良事業の財源に充てるための企業債 170,258
(ﾛ) その他の企業債 0

(2) 企 業 債
(1) 一 時 借 入 金 0

固 定 負 債 合 計 2,602,241
5． 流　動　負　債

(ｲ) 修繕引当金 9,600
引当金合計 9,600

企業債合計 2,592,641
(2) 引 当 金

(ｲ) 建設改良事業の財源に充てるための企業債 2,592,641
(ﾛ) その他の企業債 0

負　債　の　部

4． 固　定　負　債
(1) 企 業 債



千円 千円 千円 千円

有形固定資産合計

無形固定資産合計

令和８年度　苅田町水道事業予定貸借対照表
（令和9年3月31日）

資　産　の　部

１． 固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

(ｲ) 土 地 207,552

(ﾛ) 建 物 679,174

同 償 却 累 計 額 270,532 408,642

(ﾊ) 構 築 物 13,001,568

同 償 却 累 計 額 6,814,074 6,187,494

(ﾆ) 機 械 及 び 装 置 2,657,847

同 償 却 累 計 額 2,007,228 650,619

(ﾎ) 車輌及び運搬具 5,696

同 償 却 累 計 額 3,939 1,757

(ﾍ) 工 具 器 具 備 品 22,555

同 償 却 累 計 額 17,354 5,201

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定 181,820

7,643,085

(2) 無 形 固 定 資 産

(ｲ) ダ ム 使 用 権 479,451

(ﾛ) 電 話 加 入 権 0

(ﾊ) ソ フ ト ウ ェ ア 12,457

691,908

固 定 資 産 合 計 8,334,993

2. 流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 725,322

(3) 貯 蔵 品 17,639

(2) 未 収 金 100,497

資 産 合 計 9,172,659

流 動 資 産 合 計

(ﾆ) 有 価 証 券 200,000

3. 繰　延　資　産 0

837,666

貸 倒 引 当 金 5,792 94,705



千円 千円 千円

自己資本金合計

資本剰余金合計

利益剰余金合計

負　債　の　部

4． 固　定　負　債
(1) 企 業 債

(ｲ) 建設改良事業の財源に充てるための企業債 2,575,319
(ﾛ) その他の企業債 0

企業債合計 2,575,319
(2) 引 当 金

(ｲ) 修繕引当金 9,600
引当金合計 9,600

固 定 負 債 合 計 2,584,919
5． 流　動　負　債

(1) 一 時 借 入 金 0
(2) 企 業 債

(ｲ) 建設改良事業の財源に充てるための企業債 161,020
(ﾛ) その他の企業債 0

企業債合計 161,020
(3) 未 払 金 126,832
(4) 前 受 金 10,269
(5) 引 当 金

(ｲ) 賞与引当金 6,050
(ﾛ) 法定福利費引当金 1,180

引当金合計 7,230
(6) 預 り 金 32,932
流 動 負 債 合 計 338,283

6． 繰　延　収　益
(1) 長 期 前 受 金 3,019,677
(2) 収 益 化 累 計 額 1,635,822

繰延収益合計 1,383,855
負 債 合 計 4,307,057

資　本　の　部
7． 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

(ｲ) 固 有 資 本 金 15,807
(ﾛ) 出 資 金 1,105,521
(ﾊ) 組 入 資 本 金 1,532,297

2,653,625
資 本 金 合 計 2,653,625

8． 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

(ｲ) 工 事 負 担 金 0
(ﾛ) 国 庫 補 助 金 0
(ﾊ) 県 補 助 金 0
(ﾆ) 他 会 計 補 助 金 0
(ﾎ) 受贈財産評価額 39,023
(ﾍ) 固定資産売却代金 0

39,023
(2) 利 益 剰 余 金

(ｲ) 減 債 積 立 金 0
(ﾛ) 建設改良積立金 99,630
(ﾊ) 未処分利益剰余金 2,073,300

剰 余 金 合 計 2,211,977

(ﾆ) 当 年 度 純 利 益 24

9,172,659

2,172,954

資 本 合 計 4,865,602
負 債 資 本 合 計



（単位：千円）
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 24

　　　減価償却費 368,350

　　　貸倒引当金増加額 1,954

　　　賞与引当金等増加額 0

　　　長期前受金戻入 △ 61,342

　　　受取利息配当金 △ 4,734

　　　支払利息 41,920

　　　固定資産除却損 9,079

　　　未収金の増減額 1,441

　　　棚卸資産増減額 1

　　　未払金増加額 5,957

　　　その他流動負債の増減額 △ 10,954

　　　　　小計 351,696

　　　利息及び配当金の受取額 4,734

　　　利息の支払額 △ 41,920

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 314,510

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産取得支出 △ 530,358

　　　国庫補助金等による収入 33,000

　　　他会計補助金による収入 0

　　　負担金寄附金による収入 29,560

　　　国庫補助金の返還による支出 0

　　　投資有価証券売却収入 0

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 467,798

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 144,000

　　　企業債の償還による支出 △ 170,560

　　　他会計出資金の受入 5,919

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,641

Ⅴ　資金増減額 △ 173,929

Ⅵ　資金期首残高 899,251

Ⅶ　資金期末残高 725,322

令和８年度苅田町水道事業会計予定キャッシュフロー計算書

　　　　（令和8年4月1日から令和9年3月31日）



注 記 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

地方公営企業法施行令（昭和二十七年九月三日政令第四百三号）附則（平成二四年一月二七日政令第二〇号）第二条第

一項に基づき、改正後の地方公営企業法施行令第十二条、第十四条、第十五条、第十七条の二第一項第二号、第二十三条、

第二十五条及び第二十六条の規定を平成二十六年度の事業年度から適用することとしている。また、地方公営企業法施行

規則（昭和二十七年九月二十九日総理府令第七十三号）附則 （平成二四年一二月二五日総務省令第一〇七号）第二条第

二項に基づき、改正後の地方公営企業法施行規則の規定を平成二十六年度の事業年度から適用することとしている。 

 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価の方法 

 個別法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

建物 10 年～65 年  

構築物 10 年～50 年 

機械及び装置 5 年～20 年 

車両運搬具 5 年 

工具、器具及び備品 5 年～15 年 

ロ．無形固定資産 

定額法 



    ハ．リース資産 

        所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

る。   

（３）引当金の計上方法 

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

ロ．退職給付引当金 

        職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全部

を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金  

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支

給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。   

    ニ．修繕引当金 

       平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととして

いる。  

（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち基準に基づき、企業債の償還に

要する資金の一部を一般会計が負担すると見込まれる額は５，９１９千円である。 


